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財は弱いもののサービスが強く、総じて見れば前月から小幅に増加 
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[要約] 

◼ 2026年 2月の家計調査における二人以上世帯の実質消費支出は、前月比＋1.5％と 3カ

月ぶりに増加した。耐久財、半耐久財、非耐久財がいずれも減少した一方、サービス

は増加した。また、複数の需要側統計を用いて補正した世帯消費動向指数（CTI ミク

ロ）で見た実質消費は同＋0.9％だった。一方、供給側統計の商業動態統計では、CPI

の財指数で実質化した小売販売額が同▲1.5％と家計調査と同様に減少した。総じて見

れば 2月の個人消費はサービスを中心に前月から小幅に増加したと判断される。 

◼ 個人消費は 2026 年中頃にかけて緩やかな増加が続こう。実質賃金の伸び率の上昇がカ

ギとなる。26 年春闘での賃上げ率は高水準が見込まれ、名目賃金の上昇は続くだろう。

物価上昇率は緩やかながら縮小していくとみられる。食料品価格の伸びが鈍化してい

く見込みで、政府の物価高対策も後押ししよう。ただし、円安や中東情勢の緊迫化を

受けたエネルギー価格の高騰などにより物価上昇の鈍化が緩やかなものにとどまれば、

消費の増加を妨げるだろう。 

図表 1：各種消費指標の概況（単位：％） 

 
（注）百貨店売上高、コンビニエンスストア売上高、スーパー売上高の前年比は店舗数調整後。 

（出所）各種統計より大和総研作成 
   

2025年 2026年
10月 11月 12月 1月 2月

前年比 ▲ 3.0 2.9 ▲ 2.6 ▲ 1.0 ▲ 1.8 

前月比 ▲ 3.6 5.6 ▲ 2.2 ▲ 2.5 1.5 

前年比 ▲ 3.3 ▲ 0.5 ▲ 2.9 ▲ 0.1 ▲ 1.6 

前月比 ▲ 4.4 2.3 ▲ 1.0 0.3 0.9 

前年比 1.7 1.1 ▲ 0.9 1.8 ▲ 0.2 

前月比 0.7 0.7 ▲ 1.0 3.0 ▲ 2.0 

 百貨店売上高 前年比 4.3 0.9 ▲ 1.1 2.3 1.6  日本百貨店協会

 コンビニエンスストア売上高 前年比 1.1 2.4 1.1 1.1 1.6  日本フランチャイズチェーン協会

 スーパー売上高 前年比 2.0 2.8 0.0 2.7 1.0  日本チェーンストア協会

 外食売上高 前年比 7.3 8.7 6.0 8.5 6.6  日本フードサービス協会

 旅行業者取扱額 前年比 6.5 5.7 3.2 4.8 -  観光庁

前年比 1.3 1.5 1.3 1.3 1.1 

前月比 ▲ 0.2 0.1 ▲ 0.1 0.1   ＋0.0
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＜2026年 2月の消費総括＞前月から増加／財は減少した一方、サービスが押し上げ 

需要側統計である家計調査における二人以上世帯の実質消費支出は、前月比＋1.5％と 3カ月

ぶりに増加した（図表 1）。また、複数の需要側統計を用いて補正した世帯消費動向指数（CTI

ミクロ）で見た実質消費は同＋0.9％と、2 カ月連続で増加した。他方、供給側統計の 1 つであ

る商業動態統計では、CPI の財指数で実質化した小売販売額は同▲1.5％だった。総じて見れば、

2026年 2月の個人消費はサービスを中心に前月から小幅に増加したと判断できる。 

需要側統計では、サービスは増加した一方、財では、耐久財、半耐久財、非耐久財がいずれ

も減少した。供給側統計である小売販売額も減少し、需要側統計と整合的な結果であった。 

 

＜CTIミクロ・家計調査（需要側）＞「被服及び履物」など 6費目が増加 

2026年 2 月の CTI ミクロ（二人以上の世帯）を費目別に見ると、10 大費目1のうち、「その他」

（前月比＋6.2％）、「被服及び履物」（同＋4.6％）、「光熱・水道」（同＋4.0％）、「交通・通信」

（同＋2.1％）、「保健医療」（同＋0.4％）、「教養娯楽」（同＋0.2％）の 6費目が増加した。 

他方、「教育」（前月比▲6.6％）、「家具・家事用品」（同▲4.1％）、「住居」（同▲2.1％）、

「食料」（同▲0.6％）の 4費目が減少した（図表 2）。 

図表 2：実質世帯消費動向指数（CTI ミクロ）の前月比 

  

（注）二人以上の世帯。総務省による季節調整値。シェアは 2025 年の数値。「その他」は、「食料」から「教

養娯楽」までの合計を消費支出全体から減じて算出している。 

（出所）総務省統計より大和総研作成 

 
  

 
1 総務省による季節調整値。「その他」は、「食料」から「教養娯楽」までの合計を消費支出全体から減じて

算出している。 

2025年 2026年

前月比、％ 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 シェア（％）

消費支出 1.4 1.7 ▲0.8 ▲4.4 2.3 ▲1.0 0.3 0.9 100.0

食料 ▲0.3 0.4 0.3 ▲1.1 ▲0.0 ▲1.2 1.2 ▲0.6 26.2

住居 4.6 8.8 ▲7.8 ▲5.1 ▲1.9 5.0 6.8 ▲2.1 6.3

光熱･水道 2.0 0.4 0.6 ▲0.9 ▲6.2 2.2 ▲2.9 4.0 7.3

家具･家事用品 ▲1.6 ▲1.1 1.9 ▲2.7 5.1 ▲4.0 4.8 ▲4.1 4.0

被服及び履物 3.6 1.3 ▲6.2 2.0 3.6 ▲4.5 ▲0.0 4.6 3.4

保健医療 ▲2.3 ▲1.7 5.7 ▲6.6 3.4 3.5 ▲4.3 0.4 5.4

交通･通信 3.0 1.7 ▲0.9 ▲8.2 5.5 ▲1.5 2.4 2.1 18.9

教育 18.0 ▲7.9 ▲5.8 ▲7.0 17.9 ▲2.2 ▲10.3 ▲6.6 4.9

教養娯楽 1.9 3.7 0.3 ▲3.1 1.2 ▲1.6 2.3 0.2 10.1

その他 ▲3.7 6.2 ▲0.8 ▲8.4 2.3 ▲3.2 ▲1.7 6.2 13.4
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続いて、CTI ミクロの 10 大費目に含まれる個別品目への支出について、家計調査の品目分類

を対応させて確認する。 

CTI ミクロにおける「その他」は 3 カ月ぶりに増加した。家計調査では交際費などへの支出

が拡大したが、諸雑費や仕送り金などへの支出は縮小した。「被服及び履物」は 3カ月ぶりに増

加した。洋服を中心に支出が拡大した。「光熱・水道」は 2カ月ぶりに増加した。電気代などへ

の支出が拡大した。「交通・通信」は 2カ月連続で増加した。自動車等関係費や通信などが増加

した。「保健医療」は 2 カ月ぶりに増加した。保健医療サービスなどへの支出が拡大した。「教

養娯楽」は 2カ月連続で増加した。教養娯楽サービスを中心に支出が拡大した。 

他方、「教育」は 3カ月連続で減少した。消費支出全体におけるシェアは小さいが、マイナス

幅が大きかったため、消費全体を押し下げた。私立大学などの授業料等を中心に支出が縮小し

た2。「家具・家事用品」は 2 カ月ぶりに減少した。家庭用耐久財を中心に支出が縮小した。「住

居」は 3 カ月ぶりに減少した。ただし、家計調査では設備修繕・維持を中心に支出が拡大した。

「食料」は 2カ月ぶりに減少した。外食や調理食品に加えて野菜・海藻や魚介類など幅広い品目

への支出が減少した。 

家計調査における基礎的支出は前月比＋0.4％と、2 カ月連続で増加した。一方、選択的支出

は同▲1.6％と、3 カ月連続で減少した（いずれも大和総研による季節調整値、図表 3 中段左）。 

消費支出を財・サービス別に見ると（大和総研による季節調整値、図表 3中段右）、財は耐久

財、半耐久財、非耐久財がいずれも減少した。耐久財（前月比▲9.8％）は家電を中心に 2カ月

ぶりに減少した。半耐久財（同▲3.3％）も 2 カ月ぶりに減少した。非耐久財（同▲0.1％）は

食料品を中心に 2 カ月ぶりに減少した。他方、サービス（同＋2.3％）は 3 カ月ぶりに増加し

た。 

 
  

 
2 ただし、授業料等は児童や学生がいる一部の世帯以外はほとんど支出しないため、サンプルサイズが小さく

振れが大きい。 
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図表 3：消費支出（CTI ミクロ・家計調査、季節調整値） 

  

（注）二人以上の世帯。基礎的支出と選択的支出、財・サービス別支出は大和総研による季節調整値、それ以

外は総務省による季節調整値。「消費支出（除く住居等）」は、消費支出から「住居」「自動車等購入」「贈与

金」「仕送り金」を除いた数値。図表中段は、それぞれ CPI（2020 年基準）の基礎的支出項目、選択的支出項

目、財・サービス分類指数を用いて実質化。 

（出所）総務省統計より大和総研作成 
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＜商業動態統計(供給側)＞小売販売額は名目・実質ともに減少し、全業種で弱い 

2026 年 2 月の商業動態統計によると、名目小売販売額は前月比▲2.0％と 2 カ月ぶりに減少

した（図表 4、5）。また、CPIの財指数で実質化した小売販売額も同▲1.5％と減少した。 

名目小売販売額を業種別に見ると、全ての業種が前月から減少した。「自動車小売業」（前月

比▲5.4％）は 2 カ月ぶりに減少した。2 月の新車販売台数（大和総研による季節調整値）は同

▲0.4％と小幅に減少しており3、方向感としてはこの結果と整合的だ。「織物･衣服･身の回り品

小売業」（同▲0.7％）は 2カ月ぶりに減少した。「燃料小売業」（同▲4.9％）は 2カ月ぶりに大

幅に減少した4。「各種商品小売業」（同▲1.7％）は 2 カ月ぶりに減少した。百貨店の商品販売

額（同▲1.4％）が下押しした。「飲食料品小売業」（同▲1.2％）は 2 カ月ぶりに減少した。ス

ーパーの飲食料品（同▲0.3％）のほか、コンビニの加工食品（同▲0.5％）が減少した。「機

械器具小売業」（同▲7.0％）は 3 カ月ぶりに大幅に減少した。家電大型専門店の販売額（大和

総研による季節調整値）（同▲3.2％）などが減少した。「その他小売業」（同▲0.1％）は微減

にとどまった。 

図表 4：小売販売額（業種別）の前月比 

  

（注 1）経済産業省による季節調整値。 

（注 2）「小売業計」は、「無店舗小売業」を含む。「その他小売業」は、「医薬品・化粧品小売業を含むその他

の小売業」。 

（注 3）シェアは、2025 年の数値。「無店舗小売業」の系列がないため、各系列のシェアを合計しても 100％に

はならない。 

（出所）経済産業省統計より大和総研作成 

 
  

 
3 詳細は、拙稿「消費データブック（2026/4/3 号）」（大和総研レポート、2026 年 4 月 3日）を参照。 
4 ただし、総務省「消費者物価指数」における全国のガソリン価格は前月比＋0.8％（大和総研による季節調整

値）だった。また、資源エネルギー庁によると、2 月のレギュラーガソリンの店頭現金小売価格（全国・週次

ベース）は 155.5～157.1 円/リットルと、前月（154.7～155.7 円/リットル）から上昇した。 

2025年 2026年

前月比、％ 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 シェア(％)

小売業計 ▲1.0 ▲0.2 ▲0.3 0.7 0.7 ▲1.0 3.0 ▲2.0 100.0   

各種商品小売業 ▲1.2 1.6 0.5 1.2 1.8 ▲1.6 3.3 ▲1.7 5.6   

織物･衣服･身の回り品小売業 ▲0.2 ▲1.4 ▲3.1 ▲2.6 2.8 ▲4.4 4.4 ▲0.7 4.7   

飲食料品小売業 ▲0.4 ▲0.4 ▲0.5 0.1 0.7 ▲0.6 2.6 ▲1.2 28.0   

自動車小売業 0.1 ▲4.4 2.3 6.2 ▲2.2 ▲1.5 10.1 ▲5.4 11.5   

機械器具小売業 ▲1.7 1.3 1.9 1.5 ▲1.4 2.6 2.9 ▲7.0 6.6   

燃料小売業 ▲0.3 ▲1.5 0.1 ▲0.8 0.9 ▲2.9 2.7 ▲4.9 9.0   

その他小売業 ▲1.3 1.1 ▲0.9 0.7 0.9 0.4 0.2 ▲0.1 24.8   

https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20260403_025680.html


1 

  
6 /9 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

図表 5：名目小売販売額（業種別）の推移 
 

 
（注 1）経済産業省による季節調整値。各業種で個別に季節調整をかけているため、その合計は「小売業計」

と一致しない。 

（注 2）「小売業計」は「無店舗小売業」を含む。「その他小売業」は「医薬品・化粧品小売業を含むその他小

売業」。 

（注 3）実質小売販売額は、名目小売販売額を CPI(2020 年基準)の財指数で実質化したもの。 

（出所）経済産業省、総務省統計より大和総研作成 

 

図表 6：給油所小売販売価格の推移（2025-26 年） 

  

（注）いずれも現金価格の全国平均。2025 年 12 月最終週は調査なし。 

（出所）資源エネルギー庁統計より大和総研作成 
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＜2026年 3月の消費＞2月に続いて増加した可能性 

業界統計や個社データ、JCB 消費 NOW をもとに判断すると、2026 年 3 月の消費は 2 月から増

加したとみている5。財消費では、3 月前半の実績をもとに試算した家電の JCB 消費額（大和総

研による季節調整値）が増加した一方、新車販売台数（同）は小幅に減少した。サービス消費

では、新幹線輸送量の前年比伸び率は前月からほぼ横ばいとなり、宿泊と外食の JCB 消費額

（同）は前月から小幅に減少した。 

 

＜先行き＞消費は 2026年中頃にかけて緩やかな増加が続こう／実質賃金上昇がカギ 

個人消費は 2026年中頃にかけて緩やかな増加基調が継続するだろう。先行きのカギを握るの

は、実質賃金の伸びの上昇だ。名目賃金の伸び率が緩やかに上昇する一方、物価上昇率が縮小

していくことで、実質賃金の伸びが加速するとみている。毎月勤労統計調査（厚生労働省）に

よると、1 月の実質賃金（CPI 総合で実質化）は前年比＋1.6％と 2 カ月連続でプラス圏で推移

している。 

労働需給がひっ迫する中、名目賃金の伸び率は緩やかながらも高まっていくだろう。2026 年

春闘について、日本労働組合総連合会（連合）が 4 月 3 日に発表した第 3 回回答集計結果によ

ると、定昇相当込みの賃上げ率の平均は 5.09％と前年（5.42％）の水準をやや下回るものの、

5％台の高水準となった6。 

物価上昇率は徐々に低下していき、実質賃金を押し下げる力は弱まっていくだろう。食料価

格上昇率は、2026 年度末にかけて徐々に鈍化していく見込みである7。帝国データバンクによ

れば8、2026年 3月末時点で判明している年間の飲食料品値上げ品目数は前年比 5割減のペース

で推移している。また、ガソリン補助金の再開9や高校授業料の実質無償化拡充など政府の物価

高対策も物価の下押し要因となる。 

ただし、円安や中東情勢の緊迫化を受けたエネルギー価格の高騰などによる消費への影響に

は注意が必要だ。2 月 28 日に米国・イスラエルによるイラン攻撃が始まって以来、原油価格が

急騰している。攻撃開始前に 67ドル/バレル程度だった WTI原油先物は、足元では 115ドル/バ

レル前後で推移している。この影響で物価上昇の鈍化が緩やかなものにとどまったり10、消費

者マインドの改善が遅れたりすれば、消費の増加を妨げるだろう。 
  

 
5 詳細は、拙稿「消費データブック（2026/4/3 号）」（大和総研レポート、2026 年 4 月 3日）を参照。 
6 日本労働組合連合会（連合）「全体も中小組合も 5％台の高水準が続く! ～2026 春季生活闘争 第 3 回回答集

計結果について～」（2026 年 4 月 3 日） 
7 詳細は、中村華奈子・横田凱「2026 年 2 月全国消費者物価」（大和総研レポート、2026 年 3 月 24 日）を参

照。 
8 帝国データバンク「『食品主要 195 社』価格改定動向調査―2026 年 4 月」（2026年 3月 31 日） 
9 資源エネルギー庁「イラン情勢を踏まえた緊急的激変緩和措置について」（2026 年 3 月 11 日） 
10 原油高の継続が物価に及ぼす影響については、横田凱・中村華奈子「原油高の継続が CPI に与える影響」

（大和総研レポート、2026 年 4 月 1 日）を参照 

https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20260403_025680.html
https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/roudou/shuntou/2026/yokyu_kaito/kaito/press_no3.pdf?6462
https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/roudou/shuntou/2026/yokyu_kaito/kaito/press_no3.pdf?6462
https://ssl.syncsearch.jp/click?url=https%3A%2F%2Fwww.dir.co.jp%2Freport%2Fresearch%2Feconomics%2Fjapan%2F20260324_025654.html&query=%E6%B6%88%E8%B2%BB%E8%80%85%E7%89%A9%E4%BE%A1&category=report&group=0&site=GWGZGK93
https://www.tdb.co.jp/resource/files/assets/d4b8e8ee91d1489c9a2abd23a4bb5219/c421e8305978420286b6b0522915589e/20260331_%E4%BE%A1%E6%A0%BC%E6%94%B9%E5%AE%9A%E5%8B%95%E5%90%91%E8%AA%BF%E6%9F%BB%EF%BC%882026%E5%B9%B44%E6%9C%88%EF%BC%89.pdf
https://nenryo-teigakuhikisage.go.jp/assets/pdf/20260311_%E8%AA%AC%E6%98%8E%E8%B3%87%E6%96%99%EF%BC%88%E7%B7%8A%E6%80%A5%E7%9A%84%E3%81%AA%E6%BF%80%E5%A4%89%E7%B7%A9%E5%92%8C%E6%8E%AA%E7%BD%AE%EF%BC%89.pdf
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20260401_025673.html
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（注）大和総研による季節調整値。

（出所）観光庁統計、株式会社ナウキャスト/JCB「JCB 消費 NOW」より大和総研作成
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株式会社ナウキャスト/JCB「JCB 消費 NOW」より大和総研作成
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（出所）経済産業省統計、株式会社ナウキャスト/JCB「JCB 消費 NOW」より

大和総研作成
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全国の平均気温・日照時間・降水量 

  

（注 1）平均値は、東日本、西日本、北日本、沖縄・奄美のデータを 2020 年国勢調査の人口で加重平均したも

の。 

（注 2）平年値は、1991-2020年の 30 年間の観測値の平均に基づく。 

（出所）総務省、気象庁統計より大和総研作成 

 

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

23 24 25 26

平均気温 平年差（℃）

（月）

（年）

80

90

100

110

120

130

140

150

160

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

23 24 25 26

日照時間 平年比
（％）

（月）

（年）

30

50

70

90

110

130

150

170

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

23 24 25 26

降水量 平年比
（％）

（月）

（年）

天候 
 

 

 

 

 




